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 洞爺湖町行政改革大綱・実施計画 

取組事項の追加・修正 《補強・修正版》 

 

第 1 行政改革実施計画（集中改革プラン）補強・修正の趣旨 

洞爺湖町は、行政改革大綱に掲げた「行政改革の重点事項」を集中的に実施するため、改革・

改善の具体的な数値目標を定めた『洞爺湖町行政改革実施計画（集中改革プラン）』を策定し、

行財政改革の推進を図ってきました。 

しかしながら、毎年の公債費等（借金の返済）の償還が多額であることから、実質公債費比

率が高率で推移しており、新たに制定された地方公共団体の財政の健全化に関する法律におけ

る健全化判断比率のうち、この比率で早期健全化団体（自主的に財政の健全化を図る）となる

ことが確実な状況にあります。 

また、洞爺湖町は、当該年度の収入で支出を賄えてはおらず、家庭に置き換えれば、貯金で

ある基金で収入を補てんしています。この歳入不足は、合併以前の両町村共に抱えており、持

続可能な財政運営を図るうえでは、この解消が必要不可欠です。この改善が図られなければ、

貯金である基金が枯渇してしまい、累積赤字が早期健全化団体の基準を超える可能性も十分に

考えられます。このような状況を打開するため、基準を超えた実質公債費比率の改善策はもと

より、収支の均衡を図る改善策も盛り込んだ「財政健全化計画」を策定することとしました。 

本書は、平成１９年３月に公表した行政改革実施計画（集中改革プラン）の取組事項につい

て、「財政健全化計画」と連動した新たな取組みを含めて計画内容を見直し、取組事項の追加

及び修正とともに効果額の見直しを行い、補強・修正版として取りまとめたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 実施計画の期間 

  この実施計画は平成 18 年度から平成 22 年度までの５カ年とします。 

 

□ 実施計画の見直し 

  この実施計画改訂後に、状況の変化等により項目の追加又は変更の必要性が生じた

ときは、適宜修正を加え、改革を推進することとします。 

 

□ 実施計画の進行管理 

  この実施計画に掲げる項目の進行管理は、「洞爺湖町行財政改革推進本部」が行うも

のとします。 

  また進捗状況については、町民で構成する「洞爺湖町行財政改革審議会」に報告す

るとともに、広報誌やホームページ等により町民に公表することとします。 
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第２ 現在までの取組状況（平成２０年度までの主な実績） 

  平成 19 年３月の計画策定から平成 20 年度までの主な行政改革の取組状況 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【組織機構の再編】 

◇H18.4  2 部 14 課体制（本庁：2 部 10 課、総合支所：4 課） 

◇H19.4  2 部 12 課体制（本庁：2 部 10 課、総合支所：2 課） 

◇H20.4  2 部 10 課体制（本庁：2 部 10 課） 

◇H21.4  部制の廃止、グループ制の試行的導入 

11 課体制（本庁：11 課）、11 課のうち 6 課にグループ制導入（13 グループ） 

【人件費の抑制】 

 ◇特別職給与の減額（15％の給与減額を実施：H19、H20）＊21 年度も継続実施中 

 ◇職員給与の抑制（平均 9.2％の給与独自削減を実施：H19、H20）＊21 年度も継続実施中 

 ◇委員会報酬の改正（H19.4） 

  ・日額（委員長 7,400 円⇒ 4,000 円、委員 6,400 円⇒ 3,500 円） 

【人員体制の見直し】 

 ◇勧奨退職制度の活用（H18：1 人、H19：4 人、H20：7 人） 

 ◇退職者の不補充（職員の削減） 

  「職員数の推移」 

 H18 H19 H20 H21 行政改革実施計画との対比 

職員数（４／１） １８４人 １８１人 １７５人 １６５人 

＊出向者の戻り ― １人 ― ― 

退職者の数 △４人 △６人 △１０人 △３人 

職員数（３／１） １８０人 １７５人 １６５人 １６２人 

計画目標の H21：170 人に対

し、実数 162 人となり、計画

を上回る減員 22 人を達成し

た。 

 ◇職員提案制度の創設（H19.8） 

 ◇職員の能力開発（北海道庁との職員交流の実施） 

【施策の再構築（事務事業の見直し）】 

◇パブリックコメント制度の導入（H19.4）  ◇文書管理システムの導入（H19.4） 

 ◇経営会議の設置（H19.10）     

 ◇事務事業評価制度の導入 

  ・H19：176 事務事業を評価（試行的な実施）  ・H20：233 事務事業を評価 

  ◎評価結果等に基づく施策の再構築（主な事務事業の見直し） 

 
 
 
 ◇管理的経費の削減（コピー機器削減 10 台、コピー用紙、ファイルの削減ほか） 

【歳入の確保】 

 ◇広報紙広告掲載要綱（H18.11）に基づく歳入確保（H18～H20：16 件） 

 ◇広告掲載要綱（H19.7）に基づく歳入確保（H19～H20：4 件） 

 

・気象情報の有料取得廃止  ・コンポスト購入補助事業の終了  ・国際彫刻ビエンナーレ事業の休止 

・こん虫等駆除事業の縮小（負担見直し） ・資源ゴミ集団回収助成事業の縮小 ・観光協会補助事業の縮小 

・西山、金比羅火口散策路管理事業の縮小 ・公用車の削減  ・水道事業徴収委託業務の廃止 ほか 
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第３ 補強・修正後の効果額一覧                      （単位：千円）  

      効 果 額 [ ]は各区分ごとの計 

歳 入 歳 出 取 組 項 目 

（当初） 修正後 （当初） 修正後 

１ 効率的な組織・機構の編成   [△9,600] [△17,320] 

（1）組織機構の簡素合理化     

（2）組織の活性化     

（3）審議会、委員会等の活性化   △9,600 △17,320 

２ 定数管理・給与の適正及び人材育成   [△581,569] [△794,440] 

（1）給与の独自削減   △450,000 △594,906 

（2）職員の定数管理   △131,569 △199,534 

（3）職員の意識改革と人材育成の推進     

（4）新たな人事管理の確立     

３ 健全な財政運営  [116,388] [△236,500] [△101,173] 

（1）公共投資の重点化とコスト縮減   △10,000 △16,206 

（2）事務的経費の見直し   △226,500 △81,967 

（3）遊休財産の適正管理  14,000   

（4）補助金等の整理合理化    △3,000 

（5）町税等の歳入確保と負担の適正化 60,000 102,388   

４ 効率的な事務事業の推進  [6,000]  [△177,080] 

（1）事務事業の再編・整理、廃止・統合    △170,902 

（2）民間委託等の推進    △4,178 

（3）各事務事業の改善推進  6,000  △2,000 

５ 情報化の推進による行政サービスの向上     

（1）インターネットを活用した住民サービスの向上     

６ 地域協働の推進・公正の確保と透明性の向上     

（1）窓口事務の効率化と窓口サービスの充実     

（2）地域協働の推進     

（3）情報提供の推進     

効果額の合計 60,000 122,388 △827,669 △1,090,013 

修正額計 62,388 △262,344 

  

年度別効果額一覧表                                 （単位：千円） 

合  計 H18 H19 H20 H21 H22 

歳入 122,388 160 47,298 16,110 17,390 41,430 
改革目標値 

（効果） 
歳出 △1,090,013 △3,636 △181,585 △268,986 △305,434 △330,372 
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第４ 基本項目別プラン（改革の重点事項）総括表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 効率的な組織・機構の編成  

１－（１）組織機構の簡素合理化 

《21 年度以降の改革》 

◇部制の廃止（21 年度） 

◇グループ制の導入（21 年度） 

《20 年度までに導入・実施⇒ 継続》 

◆課の統廃合 

◆組織のスリム化を前提とした人員配置 

１－（２）組織の活性化 

１－（３）審議会、委員会等の活性化 

２－（１）給与の独自削減 

《21 年度以降の改革》 

◇給与削減（21 年度）の拡大実施（22 年度） 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆給与独自削減の実施（19、20 年度） 

２－（２）職員の定数管理 

２－（３）職員の意識改革と人材育成の推進 

２－（４）新たな人事管理の確立 

《21 年度以降の改革》 

◇政策実現を運営管理できる仕組みづくり 

（プロジェクトチーム等） 

◇組織活性化を図る超課的応援体制の確立 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆職員提案制度の導入（19 年度） 

《21 年度以降の改革》 

◇女性委員の登用  ◇委員公募の推進 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆委員報酬の見直し（19 年度） 

《21 年度以降の改革》 

◇職員の定数管理計画策定（21 年度） 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆嘱託・臨時職員の適正管理 

《21 年度以降の改革》 

◇人材育成方針の策定（22 年度） 

◇職員の意識改革と資質の向上 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆職員の意識改革と資質の向上 

《21 年度以降の改革》 

◇希望降任制度の導入（21 年度） 

◇人事評価制度の導入 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆勧奨退職制度の積極的活用 

 

２ 定員管理・給与の適正化及び人材育成 
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３ 健全な財政運営 

３－（１）公共投資の重点化とコスト縮減 

《21 年度以降の改革》 

◇実質公債費比率を 18％以下に改善 

◇普通建設事業の抑制 

◇バス事業の見直し 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆公共施設の保守管理の見直し 

◆経営会議の設置（19 年度） 

３－（２）事務的経費の見直し 

３－（３）遊休財産の適正管理 

３－（４）補助金等の整理合理化 

《21 年度以降の改革》 

◇本庁舎管理業務の見直し（21 年度） 

 ・職員による土日祝祭の日直、庁舎内清掃 

◇施設の維持管理経費の削減 

 ・火葬場の統合（21 年度） 

 ・給食センターの統合（24 年度） 

 ・保育所の統合検討 

 ・公衆浴場「松の湯」の廃止（24 年度） 

◇経常的経費の見直し 

 ・ロードヒーティング区間調整（一部廃止） 

 ・街路灯等の総点検と設置見直し 

 ・集会所設置備品（テレビ等）の検討 

 ・管理経費節減に向けた公園管理の検討 

◇内部管理経費の削減 

 ・庁舎等の電気料節減（監視装置検討） 

・郵便料等の削減の検討 

◇地元育成業者の定義と範囲の明確化 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆電子決済システム導入による消耗品削減 

◆電子メール活用による通信費の削減 

◆公用車の一括管理及び台数削減 

◆事務機器の削減（コピー機等） 

◆職員への被服貸与凍結（19 年度～） 

◆総合支所庁舎管理業務の見直し（庁舎警備

業務の一元化：19 年度） 

《21 年度以降の改革》 

◇廃校施設の利活用 

◇町有地等の売却（22 年度～） 

◇町有林間伐材の売却（22、23 年度） 

◇温泉源の有効活用 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆普通財産の売却 

《21 年度以降の改革》 

◇抜本的な見直し（22 年度） 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆一律カットの実施 
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３－（５）町税等の歳入確保と負担の適正化 

《21 年度以降の改革》 

◇ソフト事業の受益者負担見直し（21 年度） 

 ・放課後児童クラブ受益者負担見直し 

・一般入浴事業見直し 

・高齢者入浴助成事業見直し 

・松の湯管理運営事業見直し 

◇公共施設の減免、減額の見直し 

 （集会施設・社会教育施設・社会体育施設） 

◇堆肥の有料化（花美館）21 年度 

◇町民無料施設の有料化（22 年度） 

 （社会教育施設・社会体育施設） 

◇学校開放事業の有料化（22 年度） 

◇保育料の見直し（22 年度） 

◇広報紙等の町外送料の徴収 

◇町有地の有料駐車場化を検討 

◇役場庁舎等の多目的スペースの有効活用 

＊高齢者交通費助成事業の有料化（23 年度） 

＊固定資産税超過課税の実施（24、25 年度） 

＊国際観光ホテル整備法に基づく登録ホテ

ル等に対する減免措置の見直し（27 年度） 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆有料広告による収入確保 

 ・広報紙（18 年度） 

 ・ホームページ広告（19 年度） 

◆コンビニエンス収納の実施（20 年度） 
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４ 効率的な事務事業の推進 

４－（１）事務事業の再編・整理、廃止・統合 

《21 年度以降の改革》 

◇事務事業の再編・整理、統合・廃止 

 ・単独事業見直し（長寿祝い金）21 年度 

 ・花美館のあり方を検討（21 年度） 

 ・町立高校のあり方を検討（21 年度～） 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆各課への行政改革担当の配置（19 年度） 

◆事務事業評価制度の導入（19 年度） 

４－（２）民間委託等の推進 

４－（３）各事務事業の改善推進 

５ 情報化の推進による行政サービスの向上 

５－（１）インターネットを活用した住民サービスの向上  

《21 年度以降の改革》 

◇オンラインによる町民サービスの向上 

 ・ホームページの充実 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆オンラインによる町民サービスの向上 

 ・申請用紙の一部電子化 

 ・施設予約の一部電子化 

《21 年度以降の改革》 

◇外郭団体の経営健全化 

 ・土地開発公社の健全化 

 ・第三セクターの自立 

◇公営企業、特別会計の経営健全化 

◇国民健康保険税の統一化（21 年度～） 

＊下水道料金の改正（25 年度～） 

《21 年度以降の改革》 

◇指定管理者制度の導入（21 年度） 

◇公共施設の里親制度導入の検討 

◇広域連合による共同事務の検討を進める。 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆文書管理システムによる経費節減、効率化 

-７- 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 地域協働の推進・公正の確保と透明性の向上 

６－（１）窓口事務の効率化と窓口サービスの充実  

《21 年度以降の改革》 

◇窓口事務の効率化とサービスの充実 

 ・窓口レイアウト、業務フローの改善 

 ・総合業務マニュアルの作成 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

 

６－（２）地域協働の推進 

６－（３）情報提供の推進 

《21 年度以降の改革》 

◇各種団体等と連携したまちづくの推進 

◇モニター制度導入に向けた調査研究 

《21 年度以降の改革》 

◇広報紙、ホームページによる情報公開充実 

 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆パブリックコメント制度の導入（19 年度） 

【20 年度までに導入・実施⇒ 継続】 

◆広報紙、ホームページによる情報公開充実 

-８- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 １－（１）組織機構の簡素合理化 
項目番号 ０１ 

 実施項目 わかりやすい職制・機構への改革 

当初 

 

 現行の職制は、部長職から主事補までの７段階に分かれている。機構は合併による

効果を反映させ２部１支所２１課体制となっている。今後は職員減少に伴う組織体制

の整備や多様化する行政需要に対応するため、迅速で質の高い行政サービスを提供で

きる体制が必要である。 
現
状
・
課
題 

現状 

(21年4月) 

 

 部制を廃止するとともに、本庁１１課のうち６課でグループ制（１３グループ）を試行的に実

施した。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

 職員数が減少する中で効率的に業務を行うため、町民にとってわかりやすい職制・

機構を目指し、部制の必要性や課の統廃合の検討又は、スタッフ制・グループ制の本

来目的に添った導入や管理職の範囲の見直しについて、調査検討を実施する。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年
度
別
計
画 

（修正） 

     

目 

標 

当初 平成１８年度における部課数に対して、３割以上の削減 

効 

果 

当初 １ 管理職の削減  ２ 町民サービスの向上  ３ 事務処理・意思決定の迅速化 

担当する課 総 務 課   管 理 課 

 

ｽﾀｯﾌ制・ｸﾞﾙｰﾌﾟ制の検討 スタッフ制・グループ制の導入 

継続的な組織・機構の再編の検討及び実施 

・部制廃止 

・グループ制の試行導入 

H18.4 

2 部 14 課 

本庁 2 部 10 課 

支所     4 課 

H19.4 

2 部 12 課 

H20.4 

2 部 10 課 

H21.4 

11 課 

本庁 2 部 10 課 

支所     2 課 

本庁    11 課 

＊6 課に 13 グループ 

本庁 2 部 10 課 

-９- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 １－（１）組織機構の簡素合理化 
項目番号 ０２ 

 実施項目 職員配置の適正化 

当初 

 

 本庁９３名、総合支所２３名、温泉支所３名、出納室２名、議会事務局３名、農業

委員会事務局１名、教育委員会事務局５７名である。新たに策定する定員適正化計画

に基づく職員配置が必要となっている。 
現
状
・
課
題 

現状 

(21 年 4 月) 

 

 本庁９０名、総合支所７名、温泉支所４名、会計管理者・係２名、議会事務局３名、農業委

員会事務局１名、教育委員会事務局５２名となっている。（本庁１１課、教育委員会２課） 

改
革
の
内
容 

当初 

 

 合併協議における本庁及び支所等を中心とした役割・機能について、町民サービス

や町民対応又は本来あるべき本庁及び支所等のあり方等を念頭に、組織のスリム化を

前提とした適正な人員配置を行う。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 

 

 １ 本庁及び支所等の窓口サービスの見直し 

 ２ 各施設等のスリム化 

 ３ サービス水準を維持する人員配置 

効 
 

果 

当初 

 

 １ 町民に対するサービスの均衡と組織のスリム化 

 ２ 施設の有効利用と経費節減 

担当する課 総 務 課   管 理 課 

 

                           適正な人員配置の実施・継続 

 

役割・機能のあり方調査検討 

-１０- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 １－（２）組織の活性化 
項目番号 ０３ 

 実施項目 重点施策に対応できる組織機能強化 

現
状
・
課
題 

当初 

 

 刻々と変化する社会情勢の中、町民の要望を的確に捉え、課題に応じた迅速な企画

立案を行える行政運営が求められている。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

 政策の実現を運営管理できる仕組みが必要なことから、行政課題に応じた次の組織

を設置し積極的な活用を行う。 

１ 策定委員会：主要計画を策定するための調査研究及び計画立案を行う組織 

２ 検討委員会：庁内部局の課題について検討する組織 

３ プロジェクトチーム：短期間で処理すべき課題を解決するための立案を行う組織 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 
行政課題に応じた３つの組織（策定委員会、検討委員会、プロジェクトチーム）の 

積極的活用 

効 
 

果 

当初 １ 弾力的な組織運営    ２ 人材の有効活用 

担当する課 全  課 

 

 

規程の策定 

体制の確立 

 

実  施 ・ 継  続 

-１１- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 １－（２）組織の活性化 
項目番号 ０４ 

 実施項目 超課的協力体制の確立 

現
状
・
課
題 

当初 

 

 行政組織規則に基づき業務を実施しているが、イベント等の場合は手伝い等で協力

実施している。組織を活性化させるために、課を超えた協力体制が必要となっている。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

 組織の活性化を図るため、超課的な応援体制を確立し効率的かつ効果的に事務事業

を執行するための規程を整備し、次の事務事業について応援体制を確立する。 

１ 限られた期間内に円滑かつ迅速に処理する必要がある事務事業 

２ 大規模な式典又は行事 

３ 専門的な知識又は技術を必要とする事務事業 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 超課的な応援体制の確立と効率的な行政体制の推進 

効 
 

果 

当初 効率的かつ円滑的な事務執行が図られる。 

担当する課 全  課 

 

 

規程の策定 

体制の確立 

 

実  施 ・ 継  続 

-１２- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

 

改革の具体的施策 １－（２）組織の活性化 
項目番号 ０５ 

 実施項目 職員提案の実施と反映の仕組み検討 

現
状
・
課
題 

当初 

 

試行的に事務事業改革の提案を実施しているが提案数は少ない。職員提案の仕方やノ

ウハウを勉強する機会を設け、職員自らが考え行動し少しでも提案し何かを変えようと

する意識を持たせることが必要である。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

組織の活性化を図るため、次の事項を実施する。 

１ 職員提案の仕方やノウハウを勉強する機会を設ける。 

２ 自由に誰でも提案できる環境をつくる。 

３ 提案を業務に反映させることを検討する組織の設置 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 １ 事務改善意識の高揚  ２ 職員の業務に関する研究心の向上 

効 

果 

当初 職員の資質向上 

担当する課 総 務 課 

 

 

 

組織の設置と仕組み 

の検討 

 

職員勉強会・自由に提案できる環境の構築 

 

試行的な実施、見直し、継続 

-１３- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 １－（３）審議会等の活性化 
項目番号 ０６ 

 実施項目 審議会等の活性化 

現
状
・
課
題 

当初 

 

 審議会・委員会等については、合併時にある程度再編されている。今後は審議会・委

員会等の活性化のため、委員の選任方法や委員報酬のあり方について検討する必要があ

る。 

当初 

 

 審議会、委員会等の活性化を図るため、更なる男女共同参画に伴う女性委員の登用の

拡大や公募委員の推進を図る。また、委員報酬は実働時間に応じた見直しの検討を実施

する。 改
革
の
内
容 

（修正） 

 

 委員報酬の改正（平成 19 年 4 月） 

 ◇委員長報酬（日額）７，４００円⇒ ４，０００円（△３，４００円） 

 ◇委員報酬（日額） ６，４００円⇒ ３，５００円（△２，９００円） 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 

１ 委員報酬の会議時間（４時間以内）に応じた半額支給の実施 

２ 委員数を１０人以内に抑制 

３ 女性委員の登用拡大と公募制度の推進 

１ 審議会の活性化   ２ 経費の節減 

当初 

報酬の半額支給に

よる効果 
△２，４００千円 △２，４００千円 △２，４００千円 △２，４００千円 

効 
 

果 

（修正） 
報酬の見直しによ

る効果 
△４，３３０千円 △４，３３０千円 △４，３３０千円 △４，３３０千円 

担当する課 全  課 

 

活性化の検討 実  施 ・ 継  続 

-１４- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ２－（１）給与の独自削減 
項目番号 ０７ 

 実施項目 給料、諸手当等の見直し 

現
状
・
課
題 

当初 

合併時において、給与の総点検を行い特殊勤務手当の廃止を含む見直しをしたが、

さらに国に準拠し給料表の水準を全体として平均 4.8％引下げ、職責に応じた給料表

になるよう見直しを行ったところである。しかし。合併後の厳しい財政事情や国の動

向を勘案すると、中期的な財政見通しをたて、さらなる給料・手当て等の削減が必要

である。 

当初 給与の独自削減を実施する。 

改
革
の
内
容 

  

財政健全化のため、平成 19 年度から実施している給与の独自削減額を 22 年度に拡大し

実施する。（特別職：Ｈ19～Ｈ21 △15％、一般職：Ｈ19～Ｈ21 △9.2％） 

◇特別職給与の削減拡大 ⇒平成 22 年度 現状の二倍（30％）の削減 

◇一般職給与の削減拡大 ⇒平成 22 年度 現状の二倍程度の削減 

【平成 23 年度以降】 

◇平成 22 年度に拡大実施する給与の独自削減（特別職 △30％、一般職 現状の二倍

程度の削減）を平成 26 年度まで継続して実施する。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
年
度
別
計
画 

（追加） 

     

目
標 

当初 財政健全化 

当初  △150,000 千円 △150,000 千円 △150,000 千円  

（修正）  △129,281 千円 △144,931 千円 △125,694 千円  
効 

 

果 

（追加） 
◇特別職の給与削減       平成 22 年度    △15,000 千円 

◇一般職の給与独自削減    平成 22 年度   △180,000 千円 
△195,000 千円 

担当する課 総 務 課 

 

 
削減額を拡大

して継続実施 

 条例整備            実    施 

注） ２２年度以降の給与削減（削減額の拡大実施）については、現在、職員組合と交渉中である。 

（追加） 

-１５- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ２－（２）職員の定数管理 
項目番号 ０８ 

 実施項目 職員定数の適正化計画の策定 

現
状
・
課
題 

当初 

定数条例により議会事務部局３名、町長事務部局 121 名、選挙管理委員会事務部局

２名、監査委員事務部局１名、農業委員会事務部局３名、教育委員会事務部局及び教

育関係職員 78 名、企業職員６名となっている。新町建設計画の職員計画を基本に、

国の諸方針等を考慮し新たな定員適正化計画を策定する必要がある。 

当初 

新町建設計画の職員計画を基本に、必要最小限の職員採用を見極めつつ新たな定員

適正化計画（事務量調査を含む。）を策定する。 

平成１８年度から平成２２年度における自然退職等の推移    職員は４月１日現在 

年度 現有職員数 定年退職数等 採用者 削減者数 説明 

０ ０ ―  
平成 18年度 １９７ 

４ ０ ４ 年度中の自己都合退職、死亡退職 

平成 19年度 １９３ ３ ０ ３  

平成 20年度 １９０ ３ ０ ３  

平成 21年度 １８７ ４ ０ ４  

平成 22年度 １８３ ６ ０ ６  

計 平成２３年４月１日 177 人 △２０ ０ △２０ 職員総数には教員１３人、企業職員６人を含む。 

 ◎平成１８年４月１日（197 人）を基準とする平成２３年４月１日（177 人）の削減率 10.15％ 
 

 

改
革
の
内
容 

（修正） ◇定員適正化計画に基づいて職員の適正配置と職員数の削減を図る。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年
度
別
計
画 

（修正） 

     

目
標 

当初 退職予定△４人 退職予定△３人 退職予定△３人 退職予定△４人 退職予定△６人 

当初  △32,589 千円 △53,486 千円 △87,348 千円 △131,569 千円 

効
果 

（修正） 
退職者 △４人 

 

退職者 △６人 

△32,324 千円 

退職者 △10 人 

△79,218 千円 

退職者 △３人 

△169,060 千円 

退職者 △５人 

△199,534 千円 

担当する課 総 務 課   管 理 課 

 

 定員適正化計画の策定  定員適正化計画に基づく実施 

           職員定数の削減実施 

･定員適正化計画の策定 

･定員適正化計画に基づく実施 

-１６- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ２－（２）職員の定数管理 
項目番号 ０９ 

 実施項目 嘱託・臨時職員の適正活用 

現
状
・
課
題 

当初 

 

臨時・嘱託職員の雇用については増加している傾向にあるが、今後は業務内容に対

する職種の点検や業務内容を明確にする必要がある。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

嘱託・臨時職員を適正に活用するため、次の事項を実施する。 

１ 業務内容に対する職種区分の再点検の実施 

２ 嘱託・臨時職員と正職員の職責範囲の明確化 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 
１ 業務範囲の明確化 

２ 年間業務量の検証による適正活用 

効 
 

果 

当初 職員の適正配置 

担当する課 総 務 課   全  課 

 

 

適正活用の検討 ・ 実施 

-１７- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ２－（３）職員の意識改革と人材育成の推進 
項目番号 １０ 

 実施項目 職員の意識改革 

現
状
・
課
題 

当初 

 

町民サービスの向上と行政効率の無駄をはぶくため町民、税金、仕事、時間に対す

る職員の意識を改革する必要がある。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

職員の意識を改革するため、次の４つの項目に基づき全ての実施項目（行政改革大

綱における項目）を実行する。 

 

１ 町民に対する意識改革（顧客主義、マネジメント意識） 

２ 税金に対する意識改革（コスト意識） 

３ 仕事に対する意識改革（成果主義、問題意識、危機意識、チャレンジ精神、 

 先送り・前例踏襲・縦割主義の排除） 

４ 時間に対する意識改革（スピード・コスト意識） 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 
実施項目（行政改革大綱における項目）の実行（しごとの改革、ひとの改革、 

しくみの改革） 

効 

果 

当初 職員の意識改革と資質の向上 

担当する課 全  課 

 

 

実  施 ・ 継  続 

-１８- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ２－（３）職員の意識改革と人材育成の推進 
項目番号 １１ 

 実施項目 職員研修の充実 

現
状
・
課
題 

当初 

 

予算の範囲内において研修を実施している。町民要望を的確に把握し、それを政策

化する立案能力と町民にわかりやすく提示し理解を求めることができる能力が一層

要求されていることから、限られた人員で多種多様な行政需要に対応できる職員の育

成が必要である。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

職員の能力開発を総合的・効率的に推進するため、次の項目を含めた人材育成に関

する基本方針を策定し、｢自ら考え行動する職員｣の育成を図る。 

 

１ 研修成果の人事への反映 

 

２ 事後（数年後）における研修成果の業務への反映状況の報告 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 自ら考え行動する職員の育成 

効 
 

果 

当初 １ 多様な人材の育成・確保   ２ 職員の能力開発 

担当する課 総 務 課 

 

 

人材育成方針の策定 

 

方針に基づく実施 ・ 継続 

 

職員研修の実施 ・ 内容の充実 

-１９- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ２－（４）新たな人事管理の確立 
項目番号 １２ 

 実施項目 人事評価制度導入の検討 

現
状
・
課
題 

当初 

 

職員の一人ひとりの職務能力を高め、その能力を最大限に発揮して質の高い行政サ

ービスを提供していくため、国の公務員制度改革の動きを注視しつつ、能力、業績を

適切に反映する人事評価制度を構築する必要がある。また、職員の知識・経験の向上

や勤労意欲を高め、組織の活性化を図るためにも、定期的な人事異動方法の検討が必

要である。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

職員の意欲を高めるため、目的や手法を整理したうえで人事評価を試行的に導入す

る。また、導入にあたっては行政評価の確立、職員教育の実施及び人事異動の方針に

ついても並行して実施する。 

 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 適正な人事評価 

効 
 

果 

当初 勤務意欲・職員能力の向上 

担当する課 総 務 課 

 

 

人事評価制度導入の検討（手法・目標等含む） 

 

導  入 

-２０- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ２－（４）新たな人事管理の確立 
項目番号 １３ 

 実施項目 勧奨退職制度の積極的活用 

当初 

 

 勧奨退職制度は現行においても訓令を設け運用している。職員個々における人生設

計や生活設計等の選択肢の幅を広げるためにも、制度の拡大は必要である。 
現
状
・
課
題 現状 

(21 年 4 月) 

 

 勧奨退職制度の拡大実施により、平成 18 年度 1 名、平成 19 年度 4 名、平成 20 年度 7

名が勧奨による退職となった。 

＊洞爺湖町職員特別勧奨退職要綱（H20.4.7 施行・H21.3.31 失効） 

当初 

 

 退職手当組合の規約に準じて、制度を拡大し実施する。（対象年齢の引き下げ） 

改
革
の
内
容 

（修正） 
  定員適正化計画を基本とし、職員の年齢構成のバランス等を図るうえからも勧奨制度

を運用する。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 
１ 合併協議における職員数の実現 

２ 職員年齢層の均一化の実現 

効 
 

果 

当初 人件費の削減    

担当する課 総 務 課 

 

 

規程の整備 

 

実    施 

-２１- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ２－（４）新たな人事管理の確立 
項目番号 １４ 

 実施項目 希望降任制度の導入の検討 

当初 

 

 希望降任制度は実施していない。職員の勤務意欲向上のためにも、仕組みを検討す

る必要がある。 現
状
・
課
題 現状 

(21 年 4 月) 

 

 平成 21 年 4 月から希望降任制度を導入・実施している。 

 ＊洞爺湖町職員希望降任制度実施要綱（H21.4.15 施行） 

当初 

 

 勤務意欲向上のため、希望降任制度を導入する。 
改
革
の
内
容 （修正） 

 

 職員の勤労意欲の向上及び組織の活性化を図るため、希望降任制度を適切に運用す

る。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年
度
別
計
画 

（修正） 

     

目 
 

標 

当初 職場環境の改善 

効 
 

果 

当初 組織の活性化 

担当する課 総 務 課 

 

 

規程の整備 

 

実    施 

 

規程の整備 ・ 実  施 

-２２- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ３－（１）公共投資の重点化とコスト縮減 
項目番号 １５ 

 実施項目 投資的事業の抑制と工事コストの縮減 

当初 

 

災害復旧、復興対策事業等の実施で起債残高は非常に多額となり、実質公債費比率が

大変高い比率（28.2％）である。実質公債費比率を基準（18％）以下に改善する対策が

必要である。（公債費負担適正化計画の策定） 
現
状
・
課
題 

現状 

(21年4月) 

 

平成 19 年 2 月に公債費の適正管理を行うことを目的に「公債費負担適正化計画」を策定し

た。また、21 年度中に「洞爺湖町財政健全化計画」を策定する。 

当初 

 

財政健全化を目指し、実質公債費比率を 18％以下に改善するため、当面の期間は原則、

起債事業の新規事業を凍結し継続事業においても見直し、実施期間の延伸を図る。 

 

◇投資的経費は政策的財源であるが、極めて厳しい財政状況から、住民生活に影響するも

のや財政健全化を図るうえで必要なものを除き実施しない。 

改
革
の
内
容 

（追加） 【平成２３年度以降】 

  ◇23 年度以降においても起債発行は極力抑制し公債費の低減に努め、一般会計ベース

で単年度 １０，０００千円の削減をおこなう。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年
度
別
計
画 

（追加） 

     

当初 公債費負担適正化計画を策定し、10 ヶ年以内に基準比率を 18％以下に改善 目 
 

標 （追加） ◇当面の期間は原則、起債事業の新規事業を凍結する。 

当初 実質公債費比率の抑制 効 
 

果 （追加） 投資的事業の抑制 △１０，０００千円 

担当する課 全  課 

 

普通建設事業

の抑制 

原則として新規起債事業の凍結、継続起債事業見直し（基準比率１８％以下に 

改善するまで継続） 
 

-２３- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ３－（１）公共投資の重点化とコスト縮減 
項目番号 １６ 

 実施項目 町単独事業の効率的な実施方法を検討 

現
状
・
課
題 

当初 

 

町単独事業は所管する課において発注・管理・執行しているため、それぞれで発注・

管理・執行コストが発生している。限られた予算において最大に効果を得るためには、

類似している又は重複している事業について、統合を含め見直しする必要がある。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

バス事業（スクールバス、福祉バス、生活路線バス）については、検討組織を設置し

整理・見直しを含む一体的な実施の検討を実施する。 

公共施設の保守管理については、集中管理を徹底し業務ごとの一括契約を実施する。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 
当初 

１ バス事業の一体的な実施 

２ 保守管理費の１０％以上の削減（平成１８年度対比） 

バス事業 経費の節減 

当初 

保守管理費 △２，５００千円 △２，５００千円 △２，５００千円 △２，５００千円 

バス事業 経費の節減 

効 
 

果 

（修正） 

保守管理費 △６０３千円 △６０３千円 △２，５００千円 △２，５００千円 

担当する課 健康福祉課  管理課  総合支所  企画防災課  環境課  総務課 

 

 

バス事業の検討 

（検討組織の設置） 

 

実    施 

                                   実    施 

 

施設保守管理の検討 

-２４- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ３－（１）公共投資の重点化とコスト縮減 
項目番号 １７ 

 実施項目 大規模事業の抑制 

当初 

 

大規模事業（ハード・ソフト）の実施については、事業の確定前（予算措置前）に

新規、継続事業について総合的に費用対効果、事業優先度を検証するシステムが必要

である。 現
状
・
課
題 

現状 

(21年4 月) 

 

 平成 19 年度から事務事業評価制度を導入するとともに、経営会議を設置し、評価結果に

基づき次年度に向けた改革方針を決定している。 

 ＊洞爺湖町経営会議設置規程（H19.10.31 施行） 

改
革
の
内
容 

当初 

 

大規模事業（ハード・ソフト、新規・継続事業含む）の実施にあたっては、総合的

に費用対効果や事業優先度を検証する組織として、経営会議を設置し施策、方針、計

画等の重要案件を決定する。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 公債費負担適正化計画に基づく政策の選択と集中 

効 
 

果 

当初 懸案事項など行政課題への適正かつ効果的な執行 

担当する課 総 務 課   企画防災課   税務財政課 

 

 

組織の検討 

 

経営会議の設置 ・ 事業の検証 

-２５- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ３－（２）事務的経費の見直し 
項目番号 １８ 

 実施項目 需用費等の節減目標の設定 

現
状
・
課
題 

当初 

 

需用費等の節減については、集中管理方式等により節減努力を実施しているところ

であるが、出納管理の実施や消耗品等の更なる節減が必要である。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

需用費等の節減に向け、次の取組を実施する。 

１ 主要な消耗品については、簡易な自己申告制による出納管理を実施する。 

２ 両面印刷の実施、プレビュー機能の活用、電子決裁システム等の導入によるコ

ピー用紙とファイルの削減 

３ 業務以外のコピー用紙使用に対する料金徴収の導入 

４ メールの有効活用による通信運搬費の削減 

５ 不要コピー用紙のリサイクルの徹底による手数料の削減 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 

コピー用紙と

ファイルの月使

用量を 20％（平成

18 年度対比）削減 

コピー用紙とファイルの使用量を６０％（平成１８年度対比）削減 

当初 △９００千円 △７，０００千円 △７，０００千円 △７，０００千円 △７，０００千円 
効 

 

果 

（修正） △３，６３６千円 △５，７３４千円 △５，７３４千円 △７，０００千円 △７，０００千円 

担当する課 全  課 

 

 

実   施 ・ 継   続 

-２６- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ３－（２）事務的経費の見直し 
項目番号 １９ 

 実施項目 管理的経費の縮減 

現
状
・
課
題 

当初 
管理的経費は毎年上昇している傾向にある。今後は施設の維持管理費、公用車、事

務機器の削減を中心に努力目標を定めて縮減する必要がある。 

当初 

管理的経費の削減に向けて次の事項を実施する。 

１ 施設の維持管理費は、今後２年間で総額の１０％以上を削減する。 

２ 公用車は、各課に配置されている車両全てを一括管理し、利用状況を見極めつ

つ台数の削減を図る。また、車両更新時には小型化への移行を実施する。 

３ 事務機器は、事務機器統廃合計画を定め、今後４年間で７台以上を削減する。 

  施設の統合を図り、維持管理経費を削減する。 

◇火葬場の統廃合（２１年度 △７５５千円、２２年度 △７５５千円） 

◇保育所の統合を検討 

改
革
の
内
容 

（追加） 

【平成 23 年度以降】 

◇給食センター統合（24 年度 △9,000 千円） 

◇公衆浴場「松の湯」の廃止（24 年度 △6,000 千円） 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 

施設：平成 19 年度 3%以上削減、平成 20 年度以降 10%以上の削減（平成 18 年度対比） 

公用車：車両一括管理により台数削減と、小型化移行による経費の節減 

事務機器：平成 20 年度に事務機器を４台以上削減、平成 21 年度に事務機器を３台以上削減  

施設（削減） △17,000 千円 △58,000 千円 △58,000 千円 △58,000 千円 

公用車 車両台数の削減及び管理費の節減 （当初） 

事務機器  △1,800 千円 △2,400 千円 △2,400 千円 

施設（削減）   △755 千円 △755 千円 

公用車 △2,000 千円 △2,000 千円 △2,000 千円 △2,000 千円 

効 
 

果 

（修正） 

事務機器 △1,400 千円 △3,067 千円 △3,067 千円 △3,067 千円 

担当する課 全  課   環 境 課   総 務 課 

 

検討（施設） 実  施 ・ 継  続（施設） 

実  施 ・ 継  続（公用車） 

実  施 ・ 継  続（事務機器） 検討（事務機器） 

-２７- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ３－（２）事務的経費の見直し 
項目番号 １９－２ 

 実施項目 管理的経費の縮減 

現
状
・
課
題 

当初 
管理的経費は毎年上昇している傾向にある。今後は施設の維持管理費、公用車、事

務機器の削減を中心に努力目標を定めて縮減する必要がある。 

改
革
の
内
容 

（追加） 

 

管理的経費の削減に向けて次の事項を実施・検討する 

◇経常的経費の見直し 

・総合支所庁舎管理業務の見直し（庁舎警備業務の一元化） 

・公用車削減、職員被服貸与の見直し（貸与凍結） 

・ロードヒーティングの区間調整（一部廃止） 

・施設閑散期（冬期）の休館 [入江・高砂貝塚館、虻田郷土資料館、洞爺湖芸術館] 

・街路灯等の総点検と設置見直し   ・集会所設置備品（テレビ等）の検討 

・管理経費節減に向けた公園管理の検討 

 

◇内部管理経費の削減 

・庁舎等の電気料節減（デマンド監視装置の設置検討） 

・郵便料等の削減の検討  ・旅費、消耗品、保守点検委託業務の見直し 
 

◇職員対応による業務の見直し 

・本庁舎管理業務の見直し（職員による土日祝祭日の日直及び庁舎内清掃の実施） 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目
標 

（追加） ◇毎年上昇する傾向にある管理的経費を徹底して削減する。 

◇被服貸与凍結 △３５９千円 △３５９千円 △３８９千円 △３８９千円 

◇総合支所庁舎管理

業務の見直し 
△５，５５４千円 △５，５５４千円 △５，５５４千円 △５，５５４千円 

◇本庁舎管理業務の見直し、消耗品等の削減 △２，０００千円 △２，０００千円 

◇ロードヒーティングの区間調整 △１，１２０千円 △１，１２０千円 

効 
 

果 

（追加） 

◇施設閑散期（冬期）の休館（３施設） △１，４００千円 △１，４００千円 

担当する課 全  課 

 

・庁舎管理業務の見直し 
・ロードヒーティング区間調整 
・施設閑散期（冬期）の休館 

・庁舎等の電気料節減ほか 

・職員被服貸与の見直し（貸与凍結） 
・総合支所庁舎管理業務の見直し 

-２８- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ３－（２）事務的経費の見直し 
項目番号 ２０ 

 実施項目 物品等購入先の検討 

現
状
・
課
題 

当初 

 

指名競争入札参加者指名基準運用方針に基づき、物品等の購入を実施している。地域

経済の活性化と競争性のバランスを考慮しながら地元業者育成の定義と範囲を整理す

る必要がある。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

限られた財源を有効に活用するため、新たな規程を設け地元業者育成の定義と範囲の

見直しを実施する。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 地元業者育成の定義と範囲の明確化 

効 
 

果 

当初 透明性の確保、経費の節減 

担当する課 総 務 課 

 

 

見直し検討及び規程の整備 

 

規程に基づく実施 

-２９- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ３－（３）遊休財産の適正管理 
項目番号 ２１ 

 実施項目 遊休財産の処分と活用方法の検討 

現
状
・
課
題 

当初 
遊休財産は普通財産として管理しているが、厳しい財政状況を考慮し処分又は利活

用の積極的な推進が必要である。 

当初 

厳しい財政状況や管理経費の縮減を図るため、次の事項について積極的に検討する。 

１ 長期貸付地の借受人への売却 

２ 処分候補地の積極的な売却 

３ 花和小学校を含む廃校した施設の利活用 

 行政財産、普通財産を問わず、今後、行政目的としての活用が見込めない土地等につい

ては、積極的に売却を進めるとともに、町有林の適切な管理を目的に間伐を行い、新たな財

源として間伐材を売払い、町の財源不足の補填財源とする。また、未利用の温泉源の有効

活用を図る。 

  ◇町有地等の売却  ◇町有林間伐材の売却  ◇温泉源（洞爺地区）の有効活用 

改
革
の
内
容 

（追加） 

【平成２３年度以降】 

  ◇町有地等の売却（２３年度 ２１，０００千円、２４年度 ２０，０００千円）） 

  ◇町有林間伐材の売却（２３年度 １，０００千円） 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 
 

当初 

  

 

 

 

 

 

 

 

年
度
別
計
画 

（追加） 

  

 

 

 

  

 

目
標 

当初 積極的な売却及び利活用の推進 

当初 １ 財源の確保   ２ 管理経費の縮減   ３ 利活用による地域活性化 

◇町有地等の売却 １３，０００千円 

効 
 

果 （追加） 

◇町有林間伐材の売却 １，０００千円 

担当する課 総 務 課   全  課 

 

        処分・利活用に向けた積極的な検討及び実施継続 

･町有地等の売却 

･町有林間伐材の売却 

･温泉源の有効活用 

-３０- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ３－（４）補助金等の整理合理化 
項目番号 ２２ 

 実施項目 補助金等の効果、役割の再点検などによる総額の縮減・廃止 

現
状
・
課
題 

当初 

補助金等の交付は、行政サービスを補完する公共的サービスとして重要な役割を担

っているが、長期化による既得権化の傾向がみられるなど、公平性・透明性・公益性

の観点から統一した交付基準の策定が必要である。 

当初 

 

補助金等の交付については、更なる公平性・透明性・公益性を図るため、補助金等

の見直し基準に基づき実施する。 
改
革
の
内
容 

（追加） 

平成 21 年度をもって現状の補助金をいったん白紙に戻したうえで、平成 22 年度の補助

金の採択にあたっては「補助金等の見直し基準」に照らし合わせ、支出の根拠、効果、及

び受益度等を検証しながら、抜本的な見直しを図る。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
年
度
別
計
画 

（追加） 

     

目 
 

標 

当初 公平性・透明性・公益性の確保 

当初 経費の節減 効 
 

果 （追加） ゼロベースからの見直し（２２年度新規採択） △３，０００千円 

担当する課 全  課 

 

基準の制定 基準に基づく見直しの実施 

補助金の新規 
採択 

 

・審査要領整備 

・補助金審査 

-３１- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ３－（５）町税等の歳入確保と負担の適正化 
項目番号 ２３ 

 実施項目 町税等の徴収率の向上 

現
状
・
課
題 

当初 

 

町税等の徴収率は、各部署において努力しているところであるが向上していない。

負担の公平の原則から徴収方法等を検討し更なる徴収率の向上を図る必要がある。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

徴収率の向上を目指し、次の事項を実施する。 

 

１ 支払いやすい体制の整備として、コンビニエンス収納及びクレジットカードに

よる納入方法の検討 

２ 換価を前提とした法的措置の実行（対応するセクションの設置） 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 税、税外収入金の徴収率向上（滞納繰越額の縮減） 

効 
 

果 

当初 

 

４７，０００千円 １５，８００千円 １５，０００千円 １５，０００千円 

担当する課 全  課 

 

 

収納対策（法的措置）に対応

するセクションの設置 

 

換価を前提とした収納対策の実行 

 

コンビニエンス収納等の導入に向けた調査研究 

 

コンビニエンス収納委託開始 

-３２- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ３－（５）町税等の歳入確保と負担の適正化 
項目番号 ２４ 

 実施項目 減免・減額規定等の抜本的見直し 

現
状
・
課
題 

当初 
税及び税外料金ごとに規程を設け実施しているが、税外料金は統一した明確な減

免・減額基準の整理、税は既存の減額規定等の見直しが必要である。 

当初 

受益者負担の適正化を図るため次の見直しを実施します。 

１ 税外料金については、使用料・手数料の設定における基本方針に基づき実施する。 

２ 国際観光ホテル整備法に基づき登録された旅館等に対する不均一課税制度につ

いては、創設時の目的とこれまでの効果を整理し、積極的に見直しを図る。 

受益者負担の適正化を図るため次の見直しを実施する。 

◇集会施設の受益者負担を適正化（減免規定等の見直し）する。 

◇体育施設及び社会教育施設等の受益者負担を適正化（減免規定等の見直し）する。 

改
革
の
内
容 

（追加） 

【平成 23 年度以降】 

◇国際観光ホテル整備法に基づく登録ホテル等に対する 20％の軽減措置を平成 27 年度

から見直す。(現有分は、平成 26 年度までの適用とする。)  27 年度：３０，０００千円 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年
度
別
計
画 

（追加） 

     

目 
 

標 

当初 
１ 受益者負担の適正    

２ 不均一課税の適用年限の設定 

効 
 

果 

（追加） 

◇集会施設の受益者負担の適正化（減免等見直し） 

◇体育施設及び社会教育施設等の受益者負担を適正

化（減免・減額規定等の見直し） 

 

 

担当する課 全  課 

 

不均一課税制度の見直し・検討 

方針の策定 方針に基づく料金の検証              実    施 

効果額は、項目番号２６にまとめて掲

載した。 

集会施設及び体育施設等の 

受益者負担見直し 

-３３- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ３－（５）町税等の歳入確保と負担の適正化 
項目番号 ２５ 

 実施項目 受益者負担の適正化 

現
状
・
課
題 

当初 

使用料・手数料は合併協議されており、手数料については統一しているが施設使用

料については旧町村の料金体系をそのまま引き継いでいるため料金体系の統一が必要

である。 

当初 
受益者負担の適正化を図るため使用料・手数料の設定における基本方針に基づき、

料金統一を図る。 

受益者負担の適正化を図るため次の見直しを実施する。 

◇ソフト事業の受益者負担の見直しを実施する。 

・放課後児童クラブ負担金の改定  ・一般入浴助成事業使用料の改正 

・高齢者入浴助成事業利用者負担金の改正（100 円⇒ 150 円） 

◇保育料金を改定する。   ◇広報紙等の町外送料を徴収する。 

改
革
の
内
容 

（追加） 

【平成 23 年度以降】 

◇受益者負担のあり方や利用者実態調査による検証を行い、低所得者に配慮しながら平

成 23 年度から高齢者交通費助成事業の有料化を図る。（23 年度：１，０００千円） 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年
度
別
計
画 

（追加） 

  

 

 

 

 

 

 

 

目
標 

当初 受益者負担の適正化 

放課後児童クラブ ３６０千円 ３６０千円 

一般入浴助成事業 ４７０千円 ９４０千円 

高齢者入浴助成事業 １，１５０千円 ２，３００千円 

松の湯管理運営事業 １６０千円 ２８０千円 

効 
 

果 

（追加） ◇受益者負担の見直し 

保育所管理運営事業  １，０００千円 

担当する課 全  課 

 

方針の策定 方針に基づく料金の検証 実    施 

・放課後児童クラブ負担金改定 

・各入浴助成事業使用料等改定 

・広報紙等の送料徴収 

保育料金改定 

-３４- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ３－（５）町税等の歳入確保と負担の適正化 
項目番号 ２６ 

 実施項目 公共施設の有料化に向けた検討 

現
状
・
課
題 

当初 

 

各公共施設の使用料等が無料（町民）となっている施設がある。受益者負担の適正

化の観点から有料化に向けた検討が必要である。 

当初 

 

使用料・手数料の設定における基本方針に基づき受益者負担の適正化を図ったうえ

で、町民を含めた有料化を実施する。 

改
革
の
内
容 

（追加） 

 

受益者負担の適正化を図るため次の見直しを実施する。 

◇町民利用が無料となっている体育施設及び社会教育施設等の受益者負担（使用料）を

適正化する。また、あわせて学校開放事業の有料化を図る。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年
度
別
計
画 

（追加） 

     

目 

標 

当初 受益者負担の適正化 

効 
 

果 

（追加） 

 

◇町民利用が無料となっている体育施設及び社会教育施設等の受益者 

負担を適正化する。また、あわせて学校開放事業の有料化を図る。 

１，０００千円 

担当する課 全  課 

 

 

料金体制整備 

 

       実    施 

 

方針の策定 

 

 

 

集会施設、 

社会体育施設、 

社会教育施設等の

受益者負担の

見直し 

-３５- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ３－（５）町税等の歳入確保と負担の適正化 
項目番号 ２７ 

 実施項目 あらたな財源の調査・検討 

現
状
・
課
題 

当初 現状の自主財源では限りがあるので、新たな財源を検討する。 

当初 

あらたな財源の確保をするために、次の事項を検討する。 

１ 有料広告（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・公用車・建物）制度は可能性を検討したうえで実施する。 

２ 公共駐車場の有料化の導入 

あらたな財源を確保するために、次の事項を実施する。 

◇有料広告（ホームページ・広報） ◇堆肥有料化（花美館）  

◇町有地の有料駐車場化検討（月極め・臨時） ◇庁舎等の多目的スペースの有効活用 

改
革
の
内
容 

（追加） 

【平成 23 年度以降】 

町が直面する財政危機の中で、住民が必要とするサービスをできる限り維持するため

に、町民の理解と協力を得ながら時限的（２年間）に固定資産税の超過課税を実施する。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初  

 

 

 

 

 

   

年
度
別
計
画 

（追加） 

     

目
標 

当初 自主財源の確保 

（当初） 歳入の増 

広告料  １６０千円 ２９８ 千円 ３１０千円 ２５０千円 ２５０千円 
（修正） 

 ◇堆肥有料化 ３００千円 
効 

果 

（追加） 

【平成 23 年度以降】 ◇固定資産税の超過課税の実施（平成 24 年度及び 25 年度 ２年間） 

土地、家屋、償却資産ともに課税標準額の 1.4％⇒ 1.5％（プラス 0.1％） 

[平成２４年度 ４２，０００千円  平成２５年度 ４２，０００千円] 

担当する課 全  課 

 

実施（有料広告・公共駐車場 導入の検討・規程の整備 

･有料広告による収入確保（ホームページ・広報紙） 

 

・堆肥有料化（花美館） 

・有料駐車場の検討 

・多目的スペース活用 

-３６- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ４－（１）事務事業の再編・整理、廃止・統合 
項目番号 ２８ 

 実施項目 各課に行革担当を置く 

現
状
・
課
題 

当初 

 

行政改革大綱、集中改革プラン策定後の見直し、点検なども含めて常に実情にあっ

た改革をする必要があるため、各課に行革担当を設置する必要がある。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

行財政改革の進行管理のため、各課等に行革担当を配置し進行管理の徹底を図る。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 各課１名の配置 

効 
 

果 

当初 行政改革の全庁的な管理体制の確立 

担当する課 全  課 

 

 

行革担当配置 

 

進行管理の徹底 ・ 継続 

-３７- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ４－（１）事務事業の再編・整理、廃止・統合 
項目番号 ２９ 

 実施項目 事務事業評価制度導入の検討 

当初 

 

事務事業評価制度の導入は実施していないが、今後の行政需要への対応や国、地方

を含めた厳しい財政状況を踏まえて事務事業の必要性等を精査・検討する必要があ

る。 

現
状
・
課
題 

現状 

(21 年 4 月) 

 

平成 19 年度から事務事業評価制度を導入し、既存事務事業の総点検を行いながら次年

度以降の改善・改革方針を決定している。 

当初 公的関与のあり方（行政の守備範囲）を整理したうえで、事務事業評価を導入する。 

改
革
の
内
容 

（追加） 

 

事務事業評価の結果に基づき、事務事業の再編・整理、廃止・統合を進める。 

◇社会福祉協議会への委託事業見直し（２１年度 △330 千円、２２年度 △330 千円）） 

◇単独扶助事業（長寿祝い金）の見直し（２１年度 △1,850 千円、２２年度△1,850 千円） 

◇リサイクル花美館のあり方を検討  ◇町立高校のあり方検討 

 ＊平成 19 年度事務事業評価の効果額 △５５，５１４千円（20 年度反映） 

    国際彫刻ビエンナーレ事業の休止ほか 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年
度
別
計
画 

（追加） 

     

目
標 

当初 評価と連動した予算編成と執行管理等のシステムづくり 

効 

果 

（追加） 
事務事業評価導入の効果 

（再編・整理・廃止・統合） 
△５５，５１４千円 △５７，６９４千円 △５７，６９４千円 

担当する課 全  課 

 

制度導入 ・ 見直し ・ 継続 

事務事業の見直し（再編・整理、統合、廃止） 

 

事務事業評価の実施 

制度導入の検討 

 

・社協への委託業務見直し 

・長寿祝い金見直し 

・花美館のあり方検討 

・町立高校のあり方検討 

-３８- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ４－（２）民間委託等の推進 
項目番号 ３０ 

 実施項目 施設の民間委託の推進 

現
状
・
課
題 

当初 

 

施設の管理等については、ほぼ直営で運営しているが、町民ニーズに即した効果、効

率的な運営をするためにも、施設の民間委託については公的関与のあり方（行政の守備

範囲）を整理し、民間委託の手法又は範囲を検討する必要がある。 

当初 

 

施設の民間委託については、公的関与のあり方に関する基本方針及び民間委託等に関

する基本方針に基づき実施する。 
改
革
の
内
容 

（追加） 
公的関与のあり方（行政の守備範囲）を整理するとともに、公共施設（地区公園など）の里

親制度導入を検討する。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年
度
別
計
画 

（追加） 

     

目 

標 

当初 ｢民間にできることは民間に委ねる｣民間活力の導入 

効 

果 

当初 １ 行政サービスの効率化   ２ 経費節減 

担当する課 全  課 

 

公的関与のあ

り方基本方針

策定 
｢公的関与のあり方｣点検 ・ 検証 

推進計画策定、進行管理 ・ 事前事後評価 

 

 
公共施設の里親制度導入を

検討 

民間委託等に

関する基本方

針策定 

-３９- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ４－（２）民間委託等の推進 
項目番号 ３１ 

 実施項目 指定管理者制度導入に向けた調査検討 

当初 

 

指定管理者制度を導入した施設はないが、町民ニーズに即した効果、効率的な運営

をするためにも、公的関与のあり方（行政の守備範囲）を整理し、導入に向けた調査

検討をする必要がある。 
現
状
・
課
題 

現状 

(21 年 4 月) 

 

平成 21 年度から次の４施設に対して指定管理者制度を導入した。 

・夕日ヶ丘パークゴルフ場 ・洞爺湖森林博物館 ・洞爺いこいの家 ・洞爺水辺の里財田キャンプ場 

当初 

 

指定管理者制度の導入については、公的関与のあり方に関する基本方針及び民間委

託等に関する基本方針、指定管理者制度導入に関する基本方針により実施する。 
改
革
の
内
容 

（修正） 

 

事務事業評価制度における施設評価をもとに、21 年度から移行した指定管理者制度導

入施設の状況も見極めながら、公の施設の管理のあり方を検討する。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

（当初） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年
度
別
計
画 

（修正）    

  

目
標 

当初 ｢民間にできることは民間に委ねる｣民間活力の導入 

（当初） １ 公の施設の管理運営の効率化   ２ 経費節減 

効 

果 （修正） 
◇指定管理者制度の導入・実施（４施設） 

・夕日ヶ丘パークゴルフ場  ・洞爺湖森林博物館 

・洞爺いこいの家       ・洞爺水辺の里財田キャンプ場 

△２，０８９千円 △２，０８９千円 

担当する課 総 務 課   全  課 

 

公的関与のあ

り方基本方針

策定 

民間委託等に

関する基本方

針策定 

指定管理者制 

度導入に関する

基本方針策定 

｢公的関与のあり方｣点検 ・ 検証 

推進計画策定、進行管理 ・ 事前事後評価 

公の施設の管理運営の検証、制度の導入 

制度の導入 ・ 実施 

-４０- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ４－（２）民間委託等の推進 
項目番号 ３２ 

 実施項目 事業の民間委託の推進 

現
状
・
課
題 

当初 

 

事業の運営については一部民間委託で実施しているが、行政需要への対応や権限移

譲の状況を見極めつつ、公的関与のあり方（行政の守備範囲）を整理し、民間委託の

手法又は範囲を検討する必要がある。 

当初 

 

事業の民間委託については、公的関与のあり方に関する基本方針及び民間委託等に

関する基本方針に基づき実施する。 
改
革
の
内
容 

（追加） 広域連合による共同事務の検討を進める。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 ｢民間にできることは民間に委ねる｣民間活力の導入 

効 
 

果 

当初 １ 行政サービスの効果的・効率化   ２ 経費節減 

担当する課 全  課 

 

 
民間委託等に

関する基本方

針策定 

 
公的関与のあ

り方に関する

基本方針策定 

 
 

「公的関与のあり方」点検・検証 

 
 

推進計画の策定、進行管理・事前事後評価 

-４１- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ４－（３）各事務事業の改善推進 
項目番号 ３３ 

 実施項目 文書管理システム等の導入による事務の簡素化 

当初 

 

文書管理システム等とＬＧＷＡＮ（文書交換システム）の連携を図り、文書経費（紙、

保管場所等）の節減や事務効率の向上に向けた導入体制の整備が必要である。 現
状
・
課
題 現状 

(21 年 4 月) 

 

平成 19 年度から文書管理システムを導入し、文書経費の削減や事務効率の向上を図

っている。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

事務の簡素化を図るため、文書管理システムの導入が予定されていない部署へのパ

ソコン配置を含め、早期導入を目指す。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 適正な文書管理の徹底 

効 
 

果 

当初 １ 事務能率の向上   ２ 情報公開の迅速化   ３ 文書経費の節減 

担当する課 総 務 課   全  課  

 

 

システム等の周知・切替 

 

システムの本格稼動・未導入部署への導入 

-４２- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ４－（３）各事務事業の改善推進 
項目番号 ３４ 

 実施項目 外郭団体の経営健全化 

当初 

[土地開発公社] 

 平成 17 年度決算においては、保有地の売却、賃貸により純利益を計上しているが、

今後はさらなる経営努力を行い借入金の圧縮を図る必要がある。 

[第三セクター] 

 施設等の運営を町が委託しているが、第三セクターの役割など公的関与のあり方等

の点検をする必要がある。 現
状
・
課
題 

現状 

(21 年 4 月) 

[土地開発公社] 

 平成 20 年度決算内容として、土地保有面積は 221,907 ㎡、棚卸資産額は 303,957 千円、

借入金額 290,000 千円となっている。また、単年度決算で当期純損失は 8,721 千円の計上

額となっている。噴火災害以降、土地の評価額が下降しており経済不況の影響も相まっ

て、取得時価格と処分時価格とに開きを生じる状況にある。 

 今後、長期保有地の売却処分を進め経営健全化に努めるとともに、さらなる借入金の圧

縮を図る必要がある。 

当初 

[土地開発公社] 

 社会情勢や経済環境の変化等によって取得した用地売却や未収金の早期回収によ

り経営健全化を推進する。 

[第三セクター] 

 町は第三セクターとの関与のあり方を検討するとともに、運営の指導等に積極的に

取り組む。 

改
革
の
内
容 

（修正） 

[土地開発公社] 

 町の先行取得依頼等による公有地の処分については、町の財政状況を踏まえ計画的な

進める。また、未収金の回収については早期解消に向け取り組む。 

 処分前の保有地は、賃貸契約による事業外収益を図るべく、駐車場等用地としての活用

に努める。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

    

当初 ◇土地開発公社：借入金の抑制    ◇第三セクター：公的関与の縮小 
目
標 

（修正） ◇土地開発公社：借入金の抑制と解消    

効
果 

当初 ◇土地開発公社：経営健全化     ◇第三セクター：自立性の向上 

担当する課 企画防災課   観光振興課 

 

       ・経営健全化の推進 

       ・公的関与のあり方検証、運営指導等の取組 

-４３- 



具体的な実施計画 

 

改革の具体的施策 ４－（３）各事務事業の改善推進 
項目番号 ３５ 

 実施項目 公営企業、特別会計の経営健全化 

現
状
・
課
題 

当初 

特別会計については６会計（国民健康保険特別会計、公共下水道事業特別会計、老

人保健特別会計、介護保険特別会計、簡易水道事業特別会計、観光施設特別会計）、公

営企業会計については水道事業として各事業を執行している。 

各会計については、独立採算の原則に基づき収入の確保や経費の節減を行い、一般

会計からの制度的繰入金以外の繰入金を圧縮する必要がある。 

当初 

一般会計と同様の行財政改革を行い、収入の確保、経費の節減、民間委託の推進等

を進めるとともに、合併協議による料金体系の経過措置を設けている会計は、健全経

営可能な適切な料金体系に統合するよう努める。 

また、公営企業会計については経営健全化計画を策定し明確な目標数値を掲げるこ

ととする。 

 

受益者負担の適正化、内部管理経費の削減に積極的に取り組み、効率的な運営を確立

し、一般会計からの繰出し金等を削減する。 

◇経過措置による旧町村の国民健康保険税の統一化を図る。(不均一税率の改正) 

◇国民健康保険特別会計における内部管理経費を削減する。 

改
革
の
内
容 

（追加） 

【平成 23 年度以降】 

◇国民健康保険税の統一（不均一税率改正 23 年度：12,000 千円） 

◇下水道会計における赤字解消策として、５％の料金改定を行う。（25 年度：10,000 千円） 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

当初 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年
度
別
計
画 

（追加） 

     

目
標 

当初 一般会計からの繰入金の削減（独立採算性の原則） 

当初 １ 公営企業、特別会計の経営健全化   ２ 繰入金の削減 

◇国民健康保険税の統一（不均一税率改正） ６，０００千円 

効 
 

果 （追加） 

◇国民健康保険特別会計における内部管理経費の削減 △２，０００千円 

担当する課 健康福祉課   住 民 課   上下水道課   観光振興課 

 

 
・国保税の不均一税率改正 
・内部管理経費削減（国保） 

 

            経営健全化計画の策定、実施 

-４４- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ５－（１）インターネットを活用した住民サービスの向上 
項目番号 ３６ 

 実施項目 ＩＴの有効活用による町民サービスの向上 

現
状
・
課
題 

当初 

 

町ホームページによるサービス（情報提供、申請書ダウンロード、施設予約等）を

実施しているが、今後は公的個人認証サービスや北海道プラットフォーム構想（ＨＡ

ＰＲ）等を有効に活用し、行政手続きにおける情報通信の技術の利用に関する法律の

趣旨を踏まえ、電子申請等（オンラインサービス）の導入について検討する必要があ

る。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

 オンラインによる町民サービスの向上を目指し、次の事項を実施する。 

 １ ホームページによるサービスとして情報量の充実、使用頻度の高い申請書ダウ

ンロードの公開、施設予約の早期完全実施を図る。 

 ２ 電子申請システムについては、町民の意向を確認しつつ導入に向けた体制の整

備及び問題点や課題を整理したうえで実施するよう努める。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 

標 

当初 
１ 見やすい、使いやすいホームページの構築 

２ 全道規模での情報化の推進 

効 

果 

当初 １ 町民サービスの向上   ２ 付加機能の活用 

担当する課 総 務 課   全  課 

 

ホームページの内容・機能の充実 

 

電子申請システム導入に向

けた調査研究 

 

導  入 ・ 運  用 

-４５- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ６－（１）窓口事務の効率化と窓口サービスの充実 
項目番号 ３７ 

 実施項目 窓口サービスの充実 

現
状
・
課
題 

当初 

 

所管する担当課ごとに対応しているが、将来的には窓口サービスの向上・充実を図

るため検討が必要である。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

 窓口事務の効率化と窓口サービスの充実を図るため、次の事項を実施する。 

 １ 来庁舎の事務手続きのための移動が極力少なくなる課の配置を検討 

 ２ 総合業務マニュアルの作成 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 窓口レイアウト、窓口業務フローの改善 

効 
 

果 

当初 効果的、効率的な行政サービスの提供 

担当する課 全  課 

 

 

実  施 ・ 見直し ・ 継  続 

 

改  善 ・ 実  施 

 

業務マニュアルの検討・作成 

 

窓口構成の検討 

-４６- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ６－（２）地域協働の推進 
項目番号 ３８ 

 実施項目 町民参画と協働によるまちづくりの推進 

現
状
・
課
題 

当初 

 

開かれた町政の推進のため、町の施策に対し広く町民に意見を求めるとともにＮ

ＰＯやボランティア又は各種団体との連携を促進し、町民参加と協働によるまちづ

くりが必要である。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

町民参画と協働によるまちづくりを進めるため、次の事項を実施する。 

１ ＮＰＯ、ボランティア、各種団体と連携したまちづくりの推進 

２ パブリックコメントによる町民参画の実施 

３ ワークショップの活用による町民参画の実施 

４ モニター制度導入に向けた調査研究の実施 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 町民との協働による開かれた町政の実現 

効 
 

果 

当初 
１ 町民と行政のパートナーシップの構築 

２ 町民の町政参画機会の拡充 

担当する課 全  課 

 

 

ワークショップの活用 

 

パブリックコメント・モニタ

ー制度の調査検討 

 

実  施 ・ 継  続 

-４７- 



具 体 的 な実 施 計 画 

 

改革の具体的施策 ６－（３）情報提供の推進 
項目番号 ３９ 

 実施項目 広報誌・ホームページのさらなる充実 

現
状
・
課
題 

当初 

 

多様化する町民ニーズに対応し、円滑に町政の推進を図るため、町がどのような

施策を進めているのか常に情報を提供し、町民の理解と協働によるまちづくりを進

めることが必要である。 

改
革
の
内
容 

当初 

 

広報誌、ホームページによる情報提供の内容の充実を図るとともに、パブリック

コメントを広く求め、町民の声を行政に反映できる仕組みを構築する。 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

年
度
別
計
画 

当初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 
 

標 

当初 地域協働の推進 

効 
 

果 

当初 町民に対する説明責任の向上 

担当する課 全  課 

 

 

情報提供の内容充実・意見公募 

-４８- 


